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災害時における医療的ケア児者の支援について 

 

◎医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年９月１８日施行） 

附則 第二条 （一部抜粋） 

３ 政府は、災害時においても医療的ケア児が適切な医療的ケアを受けることができるよう

にするため、災害時における医療的ケア児に対する支援の在り方について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

1 災害時要配慮者への支援の経緯（担当課：地域福祉課） 

平成 9 年 3 月 「市町村災害弱者支援体制マニュアル（愛知県）」を策定 

平成 13 年 5 月 改訂 

平成 21 年 3 月 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン〔改訂版〕」（平成 18 年 3 月：

災害時要援護者の避難対策に関する検討会）、「福祉避難所設置・運営に

関するガイドライン」（平成 20 年 6 月：日本赤十字社）を踏まえて改訂 

平成 26 年 12 月 災害対策基本法の一部改正を受けてまとめられた「避難行動要支援者

の避難行動支援に関する取組指針」、「避難所における良好な生活環境の

確保に向けた取組指針」（平成 25 年 8 月：内閣府）を踏まえて「市町村

のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル（愛知県）」を改訂 

※「避難行動要支援者名簿」の作成が市町村の義務となる。 

令和 3 年 5 月 災害対策基本法改正→「個別避難計画」作成 任意→市町村の努力義務 

「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」の改訂作業

を進めている。（※3 月末完成予定） 

≪令和２年１０月１日時点の状況≫（消防庁国民保護・防災部防災課調査結果より） 

「避難行動要支援者名簿」：作成済５４市町村〔100％〕 

「個別避難計画」：作成済２９市町村〔53.7％〕（内、全部作成済１・一部作成済２８） 

未作成２５市町村〔46.3％〕 

 

◎「災害時においても医療的ケア児が適切な医療的ケアを受けることができるようにする」ために 

２ 避難行動要支援者名簿について 

「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル（愛知県）」（平成26年12月版） 

 

〔避難行動要支援者〕 

要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が

発生するおそれがある場合に自ら避難すること

が困難なものであって、その円滑かつ迅速な避

難の確保を図るために特に支援を要するもの。

（災害対策基本法第49条の10） 
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避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針〔内閣府（防災担当）〕（令和3年5月改定版） 

第Ⅱ部 第２ ２避難行動要支援者名簿の作成 

 

 

 

 

 

 

◎令和３年５月の改正で追加⇒障害者等（※） 

 

３ ２０１９年度愛知県医療的ケア児者の実態調査結果より 

・１次調査 

各支援機関からの該当者リストの提供→市町村と情報交換 

→医療的ケア児者推定数：１,９３６人（４０歳未満） 

（※個人を特定する情報交換はしていない。） 
 
・２次調査 

回答者数：８２９人 

避難行動要支援者名簿への登録状況 

登録している：２７７人（33.4％） 

未 登 録：５３４人（64.4％） 

⇒内、同意を得た３４１人分の個人情報を市町村へ提供 

無 回 答： １８人（2.2％） 

 

キ.その他の内容（内容をよく知らない、分からない、避難先で大変だと思うから、自宅待機するから） 

 
 

（１）避難行動要支援者の範囲（その 1） 

高齢者や障害者等（※）のうち、災害時に避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避難の確保を図

るために特に支援を要する者の範囲について、要件を設定すること。 

（※）人工呼吸器や酸素供給装置、胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的

に必要な「医療的ケア児」等、保護者だけでは避難が困難で支援を必要とする障害児等も対象となりうる点

に留意すること。 

11.4%

2.2%

8.7%

47.8%

4.1%

1.6%

15.8%

9.2%

ア.知っているが登録の方法が分からない

イ.登録できない

ウ.登録したくない

エ.知らなかったので、今後登録したい

オ.知らなかったが、登録したくない

カ.近所や地域の方へ避難の際の支援を依頼しているから

キ.その他

詳細未記入

避難行動要支援者名簿への登録をしていない方の理由（名古屋市を除く）【n=368】
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・事後調査（令和 3 年 1 月）〔各市町村へ調査依頼（名古屋市は除く）〕（一部抜粋） 

＜調査の概要＞ 

 市町村へ提供した個人情報３４１人分（実態調査（二次調査）で避難行動要支援者名

簿に未登録の方の内、同意を得た方）の避難行動要支援者名簿への登録状況等 

 ＜調査結果＞ 

避難行動要支援者名簿への登録状況 

・名 簿 へ の 登 録 者 数：２７８人（81.5％） 

・個 別 避 難 計 画 策 定 者 数： ５３人（15.5％） 

 

 

４ 医療的ケア児への支援体制に係る調査〔令和 3 年 4 月 1 日時点〕（一部抜粋） 

  調査対象：市町村 

医療的ケア児の把握 

1 で き て い る：１１市町村 

2 どちらかというとできている：２８市町村 

3 どちらかというとできていない： ６市町村 

4 で き て い な い： ５市町村 

5 できているかどうかわからない： ４市町村 

※「できている」は、2019 年実態調査の推定数の把握のことを回答した市町村を含む。 

 

◎医療的ケア児者を把握する上での課題（市町村からの主な回答）令和 3年 1月事後調査より 

・障害者手帳の取得がなく、福祉サービスの利用がない医療的ケア児者の把握が困難 

（小児慢性疾患・難病・家族と病院だけで支援が完結している等） 

・市内への転入、中途障害などの場合に把握ができないことがある。 

・対象者情報を集約・更新する体制が整えられていない。 

・関係部署間で把握のための仕組みが定められていないため、検討していく必要がある。 

（医療機関から定期的な報告が入る等の仕組み等） 
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≪参考≫ 個別避難計画について 
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≪参考≫ 福祉避難所について 

◎福祉避難所の確保・運営ガイドライン〔内閣府（防災担当）〕平成 28 年 4 月（令和 3 年 5 月改定） 

１ 福祉避難所の意義と目的 1.1 福祉避難所の定義と受入対象 （一部抜粋） 

1.1.2 要配慮者とは 

福祉避難所の受入対象者として想定されているのは、法律上「要配慮者」ということになる。要配慮者は、「災

害時において、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者」（災害対策基本法第８条第２項第15号）

と定義されている。よって、福祉避難所の事前指定やその準備は、これらの人々を受入対象として備えておく必

要がある。「その他の特に配慮を要する者」として、妊産婦、傷病者、内部障害者、難病患者、医療的ケア（※）を

必要とする者等が想定される。これらの人々は、一般的な避難所では生活に支障が想定されるため、福祉避難

所を設置し、受け入れ、何らかの特別な配慮をする必要がある。  

なお、本ガイドライン上、「障害者」など、「者」と記載する受入対象者について、18歳未満の児童も含めるもの

として記載しているため、障害児や医療的ケア児等も「その他の特に配慮を要する者」に含まれる点に留意され

たい。 

※医療的ケア：人工呼吸器や酸素供給装置、胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの

医療的ケアが日常的に必要な者をいう。  

1.1.3 福祉避難所の受入対象となる者 

身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期入所施設等へ入所するには至らない程度の者であって、

避難所での生活において、特別な配慮を要する者であること。具体的には、高齢者、障害者の他、妊産婦、乳幼

児、医療的ケアを必要とする者、病弱者等避難所での生活に支障をきたすため、避難所生活において何らかの

特別な配慮を必要とする者、及びその家族まで含めて差し支えない。 
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